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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ａ）入力ラジオ周波数（ＲＦ）データを獲得する段階と、
　ｂ）前記入力ラジオ周波数データを直交復調することにより、ＩＱ（inphase-quadratu
re）信号を出力する段階と、
　ｃ）前記入力ラジオ周波数データに係わる有効領域を決定する段階と、
　ｄ）前記入力ラジオ周波数データのうち前記有効領域内に含まれるデータに基づいて、
前記ＩＱ信号に対する周波数の減衰を推定し、推定された周波数の減衰に相応する周波数
補償を行う段階と、を含み、
　前記c)段階は、
　ビームフォーミング前データ(previous　beamformed　data)及びビームフォーミングさ
れたデータ(current　beamformed　data)に対する相互相関関係(Cross-correlatoin)を獲
得するか、またはi番目のスキャンラインチャネルデータと（ｉ＋１）番目のスキャンラ
インチャネルデータとを利用して、2本の仮想走査線をビームフォーミング(beamforming)
し、前記2本の仮想走査線に対する相互相関関係を獲得する段階と、
　前記相互相関関係に基づいて前記有効領域を決定する段階と、を含む適応的復調方法。
【請求項２】
　前記有効領域を決定する段階は、
　ビームフォーミング前データ及びビームフォーミングされたデータから、信号対ノイズ
比（ＳＮＲ）値を獲得する段階と、
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　前記信号対ノイズ比値に基づいて、前記有効領域を決定する段階と、を含むことを特徴
とする請求項１に記載の適応的復調方法。
【請求項３】
　前記ｄ）段階は、
　前記ＩＱ信号に対する自己相関関係を獲得する段階と、
　前記自己相関関係及び前記有効領域に基づいて、多項フィッティングを行う段階と、
　前記多項フィッティングされた結果に基づいて、周波数シフト補償を行う段階と、を含
むことを特徴とする請求項１に記載の適応的復調方法。
【請求項４】
　入力ラジオ周波数データを獲得する入力データ獲得部と、
　前記入力ラジオ周波数データを直交復調することにより、ＩＱ（inphase-quadrature）
信号を出力する直交復調器と、
　前記入力ラジオ周波数データに係わる有効領域を決定する有効領域決定部と、
　前記入力ラジオ周波数データのうち前記有効領域内に含まれるデータに基づいて、前記
ＩＱ信号に対する周波数の減衰を推定し、推定された周波数の減衰に相応する周波数補償
を行う周波数補償部と、を含み、
　前記有効領域決定部は、
　ビームフォーミング前データ(previous　beamformed　data)及びビームフォーミングさ
れたデータ(current　beamformed　data)間の相互相関関係(Cross-correlation)を獲得す
る相互相関器(Cross-correlator)と、前記相互相関関係(Cross-correlation)に基づいて
入力ラジオ周波数データに対する多項フィッティング(Polynomial　Fitting)を行う多項
関数フィッティング部と、前記多項フィッティングを行った結果に基づいて前記有効領域
を決定する有効領域選択部とを含むか、あるいは
　前記有効領域決定部は、
　i番目のスキャンラインチャネルデータと（ｉ＋１）番目のスキャンラインチャネルデ
ータとを利用して、2本の仮想走査線をビームフォーミング(beamforming)するビームフォ
ーマ(beamformer)と、前記仮想走査線に基づいて相互相関関係を獲得する相互相関器(Cro
ss-correlator)と、前記相互相関関係に基づいて多項フィッティング(Polynomial　Fitti
ng)を行う多項関数フィッティング部と、前記多項関数フィッティング部が多項フィッテ
ィングを行った結果に基づいて前記有効領域を決定する有効領域選択部とを含む、適応的
復調装置。
【請求項５】
　前記有効領域決定部は、
　ビームフォーミング前データ及びビームフォーミングされたデータから、信号対ノイズ
比（ＳＮＲ）値を獲得するＳＮＲ推定部と、
　前記推定された信号対ノイズ比に基づいて、多項フィッティングを行う多項関数フィッ
ティング部と、
　前記多項関数フィッティング部が多項フィッティングを行った結果に基づいて、前記有
効領域を決定する有効領域選択部と、を含むことを特徴とする請求項４に記載の適応的復
調装置。
【請求項６】
　前記周波数補償部は、
　前記ＩＱ信号に対する自己相関関係を獲得する自己相関器と、
　前記自己相関関係及び前記有効領域に基づいて、多項フィッティングを行う多項関数フ
ィッティング部と、
　前記多項フィッティングされた結果に基づいて、周波数シフト補償を行う周波数シフト
補償器と、を含むことを特徴とする請求項４に記載の適応的復調装置。
【請求項７】
　請求項１に記載の適応的復調方法をコンピュータで実行させるためのプログラムを記録
したコンピュータで読み取り可能な記録媒体。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、適応的復調方法及びその装置に係り、さらに詳細には、さらに正確な周波数
推定を利用して、高い性能を有する適応的復調方法及びその装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　人体内部を非浸襲的に観察するために、多様な映像装置が利用される。特に、超音波映
像の場合、Ｘ線を利用する他の映像に比べて安定性が高く、放射線被爆の憂慮がなくて安
全であるという長所があって汎用されている。超音波診断装置は、プローブ（probe）の
トランスデューサ（transducer）から生成される超音波信号を対象体に照射し、対象体か
ら反射されたエコー信号の情報を受信し、対象体内部の部位に係わる映像を得る。特に、
超音波診断装置は、対象体内部の観察、異物検出及び傷害測定などの医学的目的に使用さ
れる。
【０００３】
　超音波は、対象体（例えば、患者の身体）により、物理的特性（例えば、減衰）が変化
する差が大きい。従って、対象体の特徴により、超音波映像の画質の劣化が発生する。こ
のために、対象体の特徴と係わりなく、高画質を提供するための方法が必要である。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　一実施形態は、超音波映像の品質を高め、改善された映像を提供する方法及びその装置
を提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　一実施形態による適応的復調方法は、ａ）入力ラジオ周波数（ＲＦ：radio　frequency
）データを獲得する段階と、ｂ）入力ラジオ周波数データを直交復調することにより、Ｉ
Ｑ（in　phase-quadrature）信号を出力する段階と、ｃ）入力ラジオ周波数データに係わ
る有効領域を決定する段階と、ｄ）入力ラジオ周波数データのうち有効領域内に含まれる
データに基づいて、ＩＱ信号に対する周波数の減衰を推定し、推定された周波数の減衰に
相応する周波数補償を行う段階と、を含んでもよい。
【発明の効果】
【０００６】
　一実施形態は、周波数減衰が有効に推定される領域を検出することにより、映像復元性
能が高い映像復調方法及びその装置を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】一実施形態よって映像を復調するプロセスを図示したフローチャートである。
【図２】一実施形態による映像復調装置を図示したブロック図である。
【図３】一実施形態による有効領域を図示した概念図である。
【図４】一実施形態による映像復調装置を図示した構造図である。
【図５】他の一実施形態による映像復調装置を図示した構造図である。
【図６】さらに他の一実施形態による映像復調装置を図示した構造図である。
【図７】（Ａ）及び（Ｂ）は中心周波数を推定した結果を図示したグラフである。
【図８】一実施形態による超音波映像装置を図示したブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　追加的な面（aspect）は、後述する詳細な説明の一部において説明され、詳細な説明に
よって、明確であり、または記載された実施形態の具現によって学習されであろう。



(4) JP 6280235 B2 2018.2.14

10

20

30

40

50

【０００９】
　一実施形態による適応的復調方法は、ａ）入力ラジオ周波数（ＲＦ：radio　frequency
）データを獲得する段階と、ｂ）入力ラジオ周波数データを直交復調することによりＩＱ
（inphase-quadrature）信号を出力する段階と、ｃ）入力ラジオ周波数データに係わる有
効領域を決定する段階と、ｄ）入力ラジオ周波数データのうち有効領域内に含まれるデー
タに基づいて、ＩＱ信号に対する周波数の減衰を推定し、推定された周波数の減衰に相応
する周波数補償を行う段階と、を含んでもよい。
【００１０】
　また、他の一実施形態によれば、ｃ）段階は、入力ラジオ周波数データについての相互
相関関係（cross-correlation）を獲得する段階、及び相互相関関係に基づいて、有効領
域を決定する段階を含んでもよい。
【００１１】
　また、さらに他の一実施形態によれば、相互相関関係を獲得する段階は、ビームフォー
ミング前データ（previous　beamformed　date）、及びビームフォーミングされたデータ
（current　beamformed　data）に対する相互相関関係を獲得することができる。
【００１２】
　また、さらに他の一実施形態によれば、ｃ）段階は、ｉ番目のスキャンラインチャネル
データと、（ｉ＋１）番目のスキャンラインチャネルデータとを利用して、仮想走査線を
ビームフォーミング（beamforming）する段階をさらに含み、相互相関関係を獲得する段
階は、ビームフォーミングされたデータに係わる相互相関関係を獲得することを特徴とす
る。
【００１３】
　また、さらに他の一実施形態によれば、有効領域を決定する段階は、ビームフォーミン
グ前データ及びビームフォーミングされたデータから、信号対ノイズ比（ＳＮＲ：signal
　to　noise　ratio）値を獲得する段階、及び信号対ノイズ比値に基づいて、有効領域を
決定する段階を含んでもよい。
【００１４】
　また、さらに他の一実施形態によれば、ｄ）段階は、前記ＩＱ信号に対する自己相関関
係（auto-correlation）を獲得する段階と、自己相関関係及び有効領域に基づいて、多項
フィッティング（polynomial　fitting）を行う段階と、多項フィッティングされた結果
に基づいて、周波数シフト補償（frequency　shift　compensation）を行う段階を含んで
もよい。
【００１５】
　一実施形態による適応的復調装置は、入力ラジオ周波数データを獲得する入力データ獲
得部と、入力ラジオ周波数データを直交復調することにより、ＩＱ信号を出力する直交復
調器と、入力ラジオ周波数データに係わる有効領域を決定する有効領域決定部と、入力ラ
ジオ周波数データのうち有効領域内に含まれるデータに基づいて、ＩＱ信号に対する周波
数の減衰を推定し、推定された周波数の減衰に相応する周波数補償を行う周波数補償部と
、を含んでもよい。
【００１６】
　また、他の一実施形態によれば、有効領域決定部は、入力ラジオ周波数データについて
の相互相関関係を獲得する相互相関器と、相互相関関係に基づいて、入力ラジオ周波数デ
ータに係わる多項フィッティングを行う多項関数フィッティング部と、多項フィッティン
グを行った結果に基づいて、有効領域を決定する有効領域選択部と、を含んでもよい。
【００１７】
　また、さらに他の一実施形態によれば、相互相関器は、ビームフォーミング前データと
、ビームフォーミングされたデータとの相互相関関係を獲得することを特徴とする。
【００１８】
　また、さらに他の一実施形態によれば、有効領域決定部は、ｉ番目のスキャンラインチ
ャネルデータと、（ｉ＋１）番目のスキャンラインチャネルデータとを利用して、２本の
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仮想走査線をビームフォーミングするビームフォーマ（beamformer）と、仮想走査線に基
づいて、相互相関関係を獲得する相互相関器と、相互相関関係に基づいて、多項フィッテ
ィングを行う多項関数フィッティング部と、前記多項関数フィッティング部が多項フィッ
ティングを行った結果に基づいて、有効領域を決定する有効領域選択部と、を含んでもよ
い。
【００１９】
　また、さらに他の一実施形態によれば、有効領域決定部は、ビームフォーミング前デー
タ及びビームフォーミングされたデータから、信号対ノイズ比（ＳＮＲ）値を獲得するＳ
ＮＲ推定部と、推定された信号対ノイズ比に基づいて、多項フィッティングを行う多項関
数フィッティング部と、多項関数フィッティング部が多項フィッティングを行った結果に
基づいて、有効領域を決定する有効領域選択部と、を含んでもよい。
【００２０】
　また、さらに他の一実施形態によれば、周波数補償部は、ＩＱ信号に対する自己相関関
係を獲得する自己相関器（auto-correclator）と、自己相関関係及び有効領域に基づいて
、多項フィッティングを行う多項関数フィッティング部と、多項フィッティングされた結
果に基づいて、周波数シフト補償（frequency　shift　compensation）を行う周波数シフ
ト補償器（frequency　shift　compensator）と、を含んでもよい。
【００２１】
　一実施形態によるコンピュータで読み取り可能な記録媒体は、前述の方法をコンピュー
タで実行させるためのプログラムを記録したことを特徴とする。
【００２２】
　実施形態に参照符号が付され、該実施形態は、添付された図面によって図示され、明細
書全体にわたって同一参照符号は、同一構成要素を指す。かような点において、該実施形
態は、多様な形態を有し、ここで説明する詳細な説明によって制限されて解釈されるもの
ではない。従って、該実施形態は、以下において、単に図面を参照する詳細な説明の一面
についての説明のために記述されるのである。
【００２３】
　以下では、添付図面を参照し、本発明が属する技術分野で当業者が容易に実施すること
ができるように、本発明の実施形態について詳細に説明する。しかし、本発明は、さまざ
まに異なる形態に具現され、ここで説明する実施形態に限定されるものではない。そして
、図面において本発明の明確な説明のために、説明と係わりの内部分は省略し、明細書全
体を通じて、類似部分については、類似の図面符号を付した。
【００２４】
　本発明で使用される用語は、本発明での機能を考慮しながら、可能な限り現在汎用され
る一般的な用語を選択したが、それは、当分野の当業者の意図、判例、あるいは新たな技
術の出現などによって異なる。また、特定の場合は、出願人が任意に選定した用語もあり
、その場合、当該発明の説明部分において、詳細にその意味を記載する。従って、本発明
で使用される用語は、単純な用語の名称ではない、その用語が有する意味と、本発明の全
般にわたる内容とを基に定義されなければならない。
【００２５】
　明細書全体において、ある部分が他の部分と「連結」されているとするとき、それは、
「直接連結」されている場合だけではなく、その中間に他の素子を挟んで、「電気的に連
結」されている場合も含む。また、ある部分がある構成要素を「含む」とするとき、それ
は、特別に反対となる記載がない限り、他の構成要素を除くものではなく、他の構成要素
をさらに含んでもよいということを意味する。
【００２６】
　明細書全体において、ある部分がある構成要素を「含む」とするとき、それは、特別に
反対になる記載がない限り、他の構成要素を除くものではなく、他の構成要素をさらに含
んでもよいということを意味する。また、明細書に記載された「…部」、「…モジュール
」のような用語は、少なくとも１つの機能や動作を処理する単位を意味し、それは、ハー
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ドウェアまたはソフトウェアによって具現されるか、あるいはハードウェアとソフトウェ
アとの結合よっても具現されるのである。
【００２７】
　明細書全体において「超音波映像」とは、超音波を利用して獲得された対象体（object
）に係わる映像を意味する。また、該対象体は、人または動物、あるいは人または動物の
一部を含んでもよい。例えば、該対象体は、肝臓、心臓、子宮、脳、乳房、腹部などの臓
器、または血管を含んでもよい。また、該対象体は、ファントム（phantom）を含んでも
よく、該ファントムは、生物のそれらのところと非常に類似した密度、実効原子番号及び
体積を有する物質を意味する。
【００２８】
　また、明細書全体において「ユーザ」は、医療専門家であって、医師、看護婦、臨床病
理士、医療映像専門家にもなり、医療装置を修理する技術者にもなるが、それらに限定さ
れるものではない。
【００２９】
　また、明細書全体において「有効領域（valid　region）」は、映像復調装置の周波数
推定が有効な領域を示す。また、超音波は、対象体の深さ（depth）が深くなるほど、周
波数の減衰が起こる。周波数推定は、減衰された周波数を補償（compensation）するため
に、周波数の減衰を推定することを意味する。
【００３０】
　明細書全体において、以下に添付された図面を参照し、本発明について詳細に説明する
。
【００３１】
　図１は、一実施形態によって、映像を復調するプロセスを図示したフローチャートであ
る。
【００３２】
　まず、映像復調装置は、入力ラジオ周波数（ＲＦ）データを獲得することができる（Ｓ
１１１０）。ここで、入力ラジオ周波数データは、超音波診断装置から送信された超音波
信号のエコー信号に基づいて獲得されたデータでもある。
【００３３】
　その後、該映像復調装置は、入力ラジオ周波数データを復調することができる（Ｓ１１
２０）。ここで、該映像復調装置は、入力ラジオ周波数データを直交復調（quadrature　
demodulation）する。該映像復調装置は、入力ラジオ周波数データを復調した結果として
、ＩＱ（inphase-quadrature）信号を出力することができる。
【００３４】
　図３に図示されているように、獲得される入力ラジオ周波数データは、深さが深くなる
ほど周波数の減衰が起こる。該深さは、対象体の表面から内部への距離を意味する。該映
像復調装置は、深さによる減衰を補償するために、中心周波数を推定することができる（
Ｓ１１３０）。しかし、境界深さ（boundary　depth）３０００以上にある場合、深さが
深くなるにつれ、該映像復調装置によって推定される中心周波数がむしろ高くなる現象が
発生する。すなわち、映像の深さが有効領域３０１０の範囲を外れ、境界深さ３０００以
上にある場合、非有効領域３０２０に含まれたデータが含まれ、周波数推定効率が低くな
る。
【００３５】
　従って、該映像復調装置は、入力ラジオ周波数データに係わる有効領域を決定すること
ができる（Ｓ１１２５）。有効領域を決定する方法は、多様に具現される。
【００３６】
　一実施形態によれば、Ｓ１１２５段階において、該映像復調装置は、入力ラジオ周波数
データについての相互相関関係を獲得することができる。ここで、相関関係値は、ビーム
フォーミング前データと、ビームフォーミングされたデータとの相互相関関係値でもある
。該映像復調装置は、相互相関関係に基づいて、有効領域を決定することができる。すな
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わち、該映像復調装置は、相互相関関係の値が、臨界値以上である領域を有効領域と決定
することができる。該臨界値は、実験的な統計値を活用して設定される。
【００３７】
　また、他の一実施形態によれば、Ｓ１１２５段階において、該映像復調装置は、ｉ番目
のスキャンラインチャネルデータと、（ｉ＋１）番目のスキャンラインチャネルデータと
を利用して、仮想走査線をビームフォーミングすることができる。該映像復調装置は、ビ
ームフォーミングされた仮想走査線についての相互相関関係を獲得することができる。該
映像復調装置は、相互相関関係に基づいて、有効領域を決定することができる。すなわち
、該映像復調装置は、相互相関関係の値が臨界値以上である領域を、有効領域と決定する
ことができる。該臨界値は、実験的な統計値を活用して設定される。
【００３８】
　また、さらに他の一実施形態によれば、Ｓ１１２５段階において、該映像復調装置は、
ビームフォーミング前データ及びビームフォーミングされたデータから、信号対ノイズ比
（ＳＮＲ）値を獲得することができる。該映像復調装置は、該信号対ノイズ比が臨界値以
上である領域を有効領域と決定することができる。該臨界値は、実験的な統計値を活用し
て設定される。
【００３９】
　有効領域を決定する具体的な実施形態については、図４ないし図６において、さらに詳
細に説明する。
【００４０】
　該映像復調装置は、Ｓ１１３０段階において、決定された有効領域に限って、周波数推
定を行うことができる。すなわち、該映像復調装置は、ＩＱ信号から自己相関を行い、決
定された有効領域及び自己相関を実行した結果に基づいて、多項フィッティングを行うこ
とができる。
【００４１】
　その後、該映像復調装置は、Ｓ１１３０段階において、推定された周波数の減衰を補償
することができる（Ｓ１１３５）。すなわち、Ｓ１１３０段階において、推定された周波
数に基づいて、映像復調装置は、ＩＱ信号に対して周波数シフト補償（frequency　shift
　compensation）を行うことができる。
【００４２】
　図２は、一実施形態による映像復調装置を図示したブロック図である。
【００４３】
　一実施形態による映像復調装置２０００は、有効領域を推定する有効領域推定部２２２
０、入力ラジオ周波数（ＲＦ）データ２２１０を復調する直交復調器２２３０、及びＩＱ
信号に対する周波数の減衰を推定し、推定された周波数の減衰に相応する周波数補償を行
う周波数補償部２２４０を含んでもよい。
【００４４】
　直交復調器２２３０は、入力ラジオ周波数データ２２１０を復調することができる。こ
こで、直交復調器２２３０は、入力ラジオ周波数データを直交復調することができる直交
復調器２２３０は、入力ラジオ周波数データを復調した結果として、ＩＱ信号を出力する
ことができる。
【００４５】
　図３に図示されているように、獲得される入力ラジオ周波数データは、深さが深くなる
ほど周波数の減衰が起こる。深さは、対象体の表面から内部への距離を意味する。周波数
補償部２２４０は、深さによる減衰を補償するために、中心周波数を推定することができ
る。境界深さ（boundary　depth）３０００以上になる場合、深さが深くなるにつれ、推
定される中心周波数がむしろ高くなる現象が発生する。すなわち、映像の深さが有効領域
３０１０の範囲を外れ、境界深さ３０００以上になる場合、非有効領域３０２０に含まれ
たデータが周波数推定の対象に含まれ、周波数推定の効率が低くなる。
【００４６】
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　従って、有効領域推定部２２２０は、入力ラジオ周波数データ２２１０に対する有効領
域を決定することができる。有効領域を決定する方法は、多様に具現される。
【００４７】
　一実施形態によれば、有効領域推定部２２２０は、入力ラジオ周波数データ２２１０に
ついての相関関係を獲得することができる。ここで、該相関関係は、ビームフォーミング
前データと、ビームフォーミングされたデータとの相互相関関係でもある。該映像復調装
置は、相互相関関係値に基づいて、有効領域を決定することができる。すなわち、有効領
域推定部２２２０は、相互相関関係値が臨界値以上である領域を有効領域と決定すること
ができる。該臨界値は、実験的な統計値を活用して設定される。
【００４８】
　また、他の一実施形態によれば、有効領域推定部２２２０は、ｉ番目のスキャンライン
チャネルデータと、（ｉ＋１）番目のスキャンラインチャネルデータとを利用して、仮想
走査線をビームフォーミングすることができる。有効領域推定部２２２０は、ビームフォ
ーミングされた仮想走査線についての相互相関関係を獲得することができる。有効領域推
定部２２２０は、相互相関関係の値に基づいて、有効領域を決定することができる。すな
わち、有効領域推定部２２２０は、相互相関関係の値が臨界値以上の領域を有効領域と決
定することができる。該臨界値は、実験的な統計値を活用して設定される。
【００４９】
　また、さらに他の一実施形態によれば、有効領域推定部２２２０は、ビームフォーミン
グ前データ及びビームフォーミングされたデータから、信号対ノイズ比（ＳＮＲ）値を獲
得することができる。有効領域推定部２２２０は、信号対ノイズ比が臨界値以上である領
域を有効領域と決定することができる。該臨界値は、実験的な統計値を活用して設定され
る。
【００５０】
　有効領域を決定する具体的な実施形態は、図４ないし図６において、さらに詳細に説明
する。
【００５１】
　周波数補償部２２４０は、周波数推定部（図示せず）及び周波数シフト補償器（図示せ
ず）を含んでもよい。周波数推定部（図示せず）は、有効領域決定部２２２０によって決
定された有効領域に限って、周波数推定を行うことができる。周波数推定部（図示せず）
は、自己相関器（図示せず）及び多項関数フィッティング部（図示せず）を含んでもよい
。自己相関器（図示せず）は、直交復調器２２３０から出力されたＩＱ信号に基づいて、
自己相関関係を獲得することができる。多項関数フィッティング部（図示せず）は、自己
相関関係及び有効領域に基づいて、多項フィッティングを行うこともできる。周波数シフ
ト補償器（図示せず）は、多項フィッティングされた結果に基づいて、周波数シフト補償
を行うことができる。周波数補償部は、ＩＱ信号に対する周波数補償を行うことにより、
出力データ２２５０を出力することができる。
【００５２】
　図３は、一実施形態による有効領域を図示した概念図である。図３に図示されているよ
うに、本来の信号（original　signal）は、周波数がｗ０でもある。しかし、深さが深く
なるにつれ、周波数がｗ０よりだんだんと小さくなる。該映像復調装置は、境界深さ３０
００以下の深さを有する有効領域３０１０内で減衰された周波数を有効に推定することが
できる。しかし、境界深さ３０００より深い深さを有する非有効領域３０２０については
、映像復調装置が正確な周波数推定を行い難い。
【００５３】
　図４は、一実施形態による映像復調装置を図示した構造図である。
【００５４】
　一実施形態による映像復調装置は、有効領域決定部２２２０－１、直交復調器２２３０
－１及び周波数補償部２２４０－１を含んでもよい。
【００５５】
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　該映像復調装置は、入力ラジオ周波数データ２２１０－１を獲得することができる。直
交復調器２２３０－１は、現在のビームフォーミングされたデータｘ（ｎ）を直交復調す
ることにより、ＩＱ信号を出力することができる。
【００５６】
　また、有効領域決定部２２２０－１は、相互相関器、多項関数フィッティング部及び有
効領域選択部を含んでもよい。該相互相関器は、ビームフォーミング前データと、ビーム
フォーミングされたデータとの相互相関関係を獲得することができる。該多項関数フィッ
ティング部は、相互相関関係に基づいて、入力ラジオ周波数データに係わる多項フィッテ
ィングを行うことができる。その後、該有効領域選択部は、相互相関関係に基づいて、有
効領域を決定することができる。例えば、該有効領域選択部は、相互相関関係値が臨界値
以上でる領域を有効領域として選択することができる。該臨界値は、実験的な統計値を活
用して設定される。有効領域決定部２２２０－１は、決定された有効領域に係わる情報を
、周波数補償器２２４０－１に提供することができる。
【００５７】
　周波数補償部２２４０－１は、周波数推定部（frequency　estimator）及び周波数シフ
ト補償器を含んでもよい。周波数推定部は、自己相関関係を獲得する自己相関器、及び多
項フィッティングを行う多項関数フィッティング部を含んでもよい。多項関数フィッティ
ング部は、自己相関関係及び有効領域情報に基づいて、周波数を推定することができる。
該周波数推定部は、推定された周波数に基づいて、Δｗを周波数シフト補償部に提供する
ことができる。
【００５８】
　該周波数シフト補償部は、Δｗに基づいて、ＩＱ信号の周波数を補正し、低域通過フィ
ルタを通過させることにより、有効領域に基づいて、周波数が補償された出力データ２２
５０－１を出力することができる。
【００５９】
　図５は、他の一実施形態による映像復調装置を図示した構造図である。
【００６０】
　一実施形態による映像復調装置は、有効領域決定部２２２０－２、直交復調器２２３０
－２及び周波数補償部２２４０－２を含んでもよい。
【００６１】
　該映像復調装置は、入力ラジオ周波数データ２２１０－２を獲得することができる。直
交復調器２２３０－２は、現在のビームフォーミングされたデータｘ（ｎ）を直交復調す
ることにより、ＩＱ信号を出力することができる。
【００６２】
　また、有効領域決定部２２２０－２は、信号対ノイズ比（ＳＮＲ）を推定するＳＮＲ推
定部、多項関数フィッティング部及び有効領域選択部を含んでもよい。該ＳＮＲ推定部は
、あらかじめ測定したノイズ値を利用するか、あるいは現在映像で推定されたノイズ値を
利用して、信号対ノイズ比を推定することができる。例えば、ＳＮＲ推定部は、ビームフ
ォーミング前データ及びビームフォーミングされたデータから、信号対ノイズ比（ＳＮＲ
）値を獲得することができる。
【００６３】
　該多項関数フィッティング部は、該信号対ノイズ比値に基づいて、多項フィッティング
を行うことができる。その後、該有効領域選択部は、該信号対ノイズ比値に基づいて、有
効領域を決定することができる。例えば、該有効領域選択部は、該信号対ノイズ比が臨界
値以上である領域を有効領域として選択することができる。該臨界値は、実験的な統計値
を活用して設定される。有効領域決定部２２２０－２は、決定された有効領域に係わる情
報を周波数補償器２２４０－２に提供することができる。
【００６４】
　周波数補償部２２４０－２は、周波数推定部及び周波数シフト補償器を含んでもよい。
該周波数推定部は、自己相関関係を獲得する自己相関器及び多項フィッティングを行う多
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項関数フィッティング部を含んでもよい。該多項関数フィッティング部は、自己相関関係
及び有効領域情報に基づいて、周波数を推定することができる。該周波数推定部は、推定
された周波数に基づいて、Δｗを周波数シフト補償部に提供することができる。
【００６５】
　該周波数シフト補償部は、Δｗに基づいて、ＩＱ信号の周波数を補正し、低域通過フィ
ルタを通過させることにより、有効領域に基づいて、周波数が補償された出力データ２２
５０－２を出力することができる。
【００６６】
　図６は、さらに他の一実施形態による映像復調装置を図示した構造図である。
【００６７】
　一実施形態による映像復調装置は、有効領域決定部２２２０－３、直交復調器２２３０
－３及び周波数補償部２２４０－３を含んでもよい。
【００６８】
　該映像復調装置は、入力ラジオ周波数データ２２１０－３を獲得することができる。直
交復調器２２３０－３は、現在のビームフォーミングされたデータｘ（ｎ）を直交復調す
ることにより、ＩＱ信号を出力することができる。
【００６９】
　また、有効領域決定部２２２０－３は、ビームフォーマ（beamformer）、相互相関器、
多項関数フィッティング部及び有効領域選択部を含んでもよい。該ビームフォーマは、ｉ
番目のスキャンラインチャネルデータと、（ｉ＋１）番目のスキャンラインチャネルデー
タとを利用して、２本の仮想走査線をビームフォーミングすることができる。該相互相関
器は、ビームフォーミングされたデータに基づいて、相互相関関係を獲得することができ
る。
【００７０】
　図７の（Ａ）及び（Ｂ）は、中心周波数を推定した結果を図示したグラフである。
【００７１】
　図７の（Ａ）及び（Ｂ）を参照すれば、深さが減少するにつれ、推定された周波数が減
少する傾向を示す。しかし、深さが約３５００を超えてからは、むしろ周波数が増大する
と推定される。従って、全ての深さに対して周波数を推定した結果を利用すれば、図７の
（Ａ）に図示されているように、最終的に獲得される周波数が、実際周波数の減衰とは一
致しない。
【００７２】
　しかし、本発明によれば、深さが０から約３５００までである領域を有効領域と決定す
ることができる。該有効領域に対する周波数推定の結果のみを利用することにより、最終
的に獲得される周波数が、実際周波数の減衰とさらに類似したものとすることができる。
【００７３】
　図８は、一実施形態と係わる超音波診断装置１０００の構成を図示したブロック図であ
る。図８を参照すれば、一実施形態の一超音波診断装置１０００は、プローブ２０、超音
波送受信部１００、映像処理部２００、通信部３００、ディスプレイ３００、メモリ４０
０、入力デバイス５００及び制御部６００を含んでもよく、前述の多くの構成は、バス７
００を介して互いに連結されている。
【００７４】
　超音波診断装置１０００は、カート型だけではなく、携帯型としても具現される。携帯
型超音波診断装置の例としては、パックスビューア（ＰＡＣＳ　viewer）、スマートフォ
ン（smartphone）、ラップトップコンピュータ、ＰＤＡ（personal　digital　assistant
）、タブレットＰＣ（personal　computer）などがあるが、それらに制限されない。
【００７５】
　プローブ２０は、超音波送受信部１００から印加された駆動信号（driving　signal）
によって、対象体１０に超音波信号を送出し、対象体１０から反射されたエコー信号を受
信する。プローブ２０は、複数のトランスデューサを含み、複数のトランスデューサは、
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伝達される電気的信号によって振動し、音響エネルギーである超音波を発生させる。また
、プローブ２０は、超音波診断装置１０００の本体と、有線または無線で連結され、超音
波診断装置１０００は、具現形態によって、複数個のプローブ２０を具備することができ
る。
【００７６】
　送信部１１０は、プローブ２０に駆動信号を供給し、パルス生成部１１２、送信遅延部
１１４及びパルサ１１６を含む。パルス生成部１１２は、所定のパルス反復周波数（ＰＲ
Ｆ：pulse　repetition　frequency）による送信超音波を形成するためのパルスを生成し
、送信遅延部１１４は、送信指向性（transmission　directionality）を決定するための
遅延時間をパルスに適用する。該遅延時間が適用されたそれぞれのパルスは、プローブ２
０に含まれた複数の圧電振動子（piezoelectric　vibrators）にそれぞれ対応する。パル
サ１１６は、遅延時間が適用されたそれぞれのパルスに対応するタイミングで、プローブ
２０に駆動信号（または、駆動パルス（driving　pulse））を印加する。
【００７７】
　受信部１２０は、プローブ２０から受信されるエコー信号を処理して超音波データを生
成し、増幅器１２２、ＡＤＣ（analog　digital　converter）１２４、受信遅延部１２６
及び合算部１２８を含んでもよい。増幅器１２２は、エコー信号を各チャネルごとに増幅
し、ＡＤＣ　１２４は、増幅されたエコー信号をアナログ・デジタル変換する。受信遅延
部１２６は、受信指向性（reception　directionality）を決定するための遅延時間をデ
ジタル変換されたエコー信号に適用し、合算部１２８は、受信遅延部１６６によって処理
されたエコー信号を合算することにより、超音波データを生成する。一方、受信部１２０
は、その具現形態によって、増幅器１２２を含まないこともある。すなわち、プローブ２
０の感度が向上したり、ＡＤＣ　１２４の処理ビット数が向上したりする場合、増幅器１
２２は、省略されてもよい。
【００７８】
　映像処理部２００は、超音波送受信部１００で生成された超音波データに係わる走査変
換（scan　conversion）過程を介して超音波映像を生成し、ディスプレイする。一方、超
音波映像は、Ａモード（amplitude　mode）、Ｂモード（brightness　mode）及びＭモー
ド（motion　mode）で対象体をスキャンし、獲得されたグレイスケール（gray　scale）
の映像だけではなく、ドップラ効果（doppler　effect）を利用して、動く対象体を表現
するドップラ映像を含んでもよい。ドップラ映像は、血液の流れを示す血流ドップラ映像
（または、カラードップラ映像ともいう）、組織の動きを示すティッシュペーパドップラ
映像、及び対象体の移動速度を波形で表示するスペクトルドップラ映像を含んでもよい。
一実施形態によれば、映像処理部２００は、映像復調装置を含んでもよい。
【００７９】
　Ｂモード処理部２１２は、超音波データから、Ｂモード成分を抽出して処理する。映像
生成部２２０は、Ｂモード処理部２１２によって抽出されたＢモード成分に基づいて、信
号の強度が輝度（brightness）で表現される超音波映像を生成することができる。
【００８０】
　同様に、ドップラ処理部２１４は、超音波データからドップラ成分を抽出し、映像生成
部２２０は、抽出されたドップラ成分に基づいて、対象体の動きを、カラーまたは波形で
表現するドップラ映像を生成することができる。
【００８１】
　一実施形態の一映像生成部２２０は、ボリュームデータに係わるボリュームレンダリン
グ過程を経て、三次元超音波映像を生成することができ、圧力による対象体１０の変形程
度を映像化した弾性映像を生成することもできる。さらに、映像生成部２２０は、超音波
映像上に、さまざまな付加情報を、テキスト、グラフィックで表現することもできる。一
方、生成された超音波映像は、メモリ４００に保存される。
【００８２】
　ディスプレイ部２３０は、生成された超音波映像を表示出力する。ディスプレイ部２３
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０は、超音波映像だけではなく、超音波診断装置１０００で処理される多様な情報を、Ｇ
ＵＩ（graphic　user　interface）を介して画面上に表示出力することができる。一方、
超音波診断装置１０００は、具現形態によって、２以上のディスプレイ部２３０を含んで
もよい。
【００８３】
　通信部３００は、有線または無線でネットワーク３０と連結され、外部デバイスやサー
バと通信する。通信部３００は、医療映像情報システム（ＰＡＣＳ：picture　archiving
　and　communication　system）を介して連結された病院サーバや、病院内の他の医療装
置とデータを送受信することができる。また、通信部３００は、医療用デジタル映像及び
通信（ＤＩＣＯＭ：digital　imaging　and　communications　in　medicine）標準によ
って、データ通信を行うことができる。
【００８４】
　通信部３００は、ネットワーク３０を介して、対象体１０の超音波映像、超音波データ
、ドップラデータなど対象体の診断と係わるデータを送受信することができ、ＣＴ、ＭＲ
Ｉ、Ｘ－ｒａｙのような他の医療装置で撮影した医療映像も送受信することができる。さ
らに、通信部３００は、サーバから患者の診断履歴や治療日程などに係わる情報を受信し
、対象体１０の診断に活用することもできる。さらに、通信部３００は、病院内のサーバ
や医療装置だけではなく、医師や患者の携帯用端末とデータ通信を行うこともできる。
【００８５】
　通信部３００は、有線または無線でネットワーク３０と連結され、サーバ３２、医療装
置３４、または携帯用端末３６とデータを送受信することができる。通信部３００は、外
部デバイスと通信を可能にする１以上の構成要素を含んでもよく、例えば、近距離通信モ
ジュール３１０、有線通信モジュール３２０及び移動通信モジュール３３０を含んでもよ
い。
【００８６】
　近距離通信モジュール３１０は、所定距離以内の近距離通信のためのモジュールを意味
する。本発明の一実施形態による近距離通信技術には、無線ＬＡＮ（local　area　netwo
rk）、Ｗｉ－Ｆｉ（wireless　fidelity）、ブルートゥース（登録商標（Bluetooth））
、ジグビー（Zigbee）、ＷＦＤ（Ｗｉ－Ｆｉ　direct）、ＵＷＢ（ultra　wideband）、
赤外線通信（ＩｒＤＡ：infrared　data　association）、ＢＬＥ（Bluetooth　low　ene
rgy）、ＮＦＣ（near　field　communication）などがあるが、それらに限定されるので
はない。
【００８７】
　有線通信モジュール３２０は、電気的信号または光信号を利用した通信のためのモジュ
ールを意味し、一実施形態の１つの有線通信技術には、ペアケーブル（pair　cable）、
同軸ケーブル、光ファイバケーブル、イーサネット（登録商標（Ethernet））ケーブルな
どが含まれてもよい。
【００８８】
　移動通信モジュール３３０は、移動通信網上で、基地局、外部端末、サーバのうち少な
くとも一つと無線信号を送受信する。ここで、該無線信号は、音声コール信号、画像通話
コール信号、または文字／マルチメディアメッセージ送受信による多様な形態のデータを
含んでもよい。
【００８９】
　メモリ４００は、超音波診断装置１０００で処理されるさまざまな情報を保存する。例
えば、メモリ４００は、入出力される超音波データ、超音波映像など対象体の診断に係わ
る医療データを保存することができ、超音波診断装置１０００内で遂行されるアルゴリズ
ムやプログラムを保存することもできる。
【００９０】
　メモリ４００は、フラッシュメモリ、ハードディスク、ＥＥＰＲＯＭ（electrically　
erasable　and　programmable　read　only　memory）などさまざまな種類の記録媒体に
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機能を遂行するウェブストレージまたはクラウドサーバを運用することもできる。
【００９１】
　入力デバイス５００は、ユーザから、超音波診断装置１０００を制御するためのデータ
を入力される手段を意味する。入力デバイス５００は、キーパッド、マウス、タッチパネ
ル、タッチスクリーン、トラックボール、ジョグスイッチなどハードウェア構成を含んで
もよいが、それらに限定されるものではなく、心電図測定モジュール、呼吸測定モジュー
ル、音声認識センサ、ジェスチャ認識センサ、指紋認識センサ、虹彩認識センサ、深さセ
ンサ、距離センサなど多様な入力手段をさらに含んでもよい。
【００９２】
　制御部６００は、超音波診断装置１０００の動作を全般的に制御する。すなわち、制御
部６００は、図１に図示されたプローブ２０、超音波送受信部１００、映像処理部２００
、通信部３００、メモリ４００及び入力デバイス５００の間の動作を制御することができ
る。
【００９３】
　プローブ２０、超音波送受信部１００、映像処理部２００、通信部３００、メモリ４０
０、入力デバイス５００及び制御部６００のうち一部または全部は、ソフトウェアモジュ
ールによって動作することができるが、それに制限されるものではなく、前述の構成のう
ち一部がハードウェアによっても動作する。また、超音波送受信部１００、映像処理部２
００及び通信部３００のうち少なくとも一部は、制御部６００に含まれてもよいが、かよ
うな具現形態に制限されるものではない。
【００９４】
　本発明の一実施形態は、コンピュータによって実行されるプログラムモジュールのよう
な、コンピュータによって実行可能な命令語を含む記録媒体の形態でも具現される。コン
ピュータ判読可能媒体は、コンピュータによってアクセスされる任意の可用媒体でもあり
、ＲＡＭ（random　access　memory）のような揮発性媒体、及びＲＯＭ（read　only　me
mory）のような不揮発性媒体、並びに分離型媒体及び非分離型媒体をいずれも含む。また
、コンピュータ判読可能媒体は、コンピュータ記録媒体及び通信媒体をいずれも含んでも
よい。該コンピュータ記録媒体は、コンピュータ判読可能命令語、データ構造、プログラ
ムモジュールまたはその他データのような情報保存のための任意の方法または技術によっ
て具現された揮発性及び不揮発性、並びに分離型及び非分離型の媒体をいずれも含む。該
通信媒体は、典型的には、コンピュータ判読可能命令語、データ構造、プログラムモジュ
ール、または搬送波のような変調されたデータ信号のその他データ、またはその他伝送メ
カニズムを含み、任意の情報伝達媒体を含む。例えば、コンピュータ記録媒体は、ＲＯＭ
、ＲＡＭ、フラッシュメモリ、ＣＤ（compact　disc）、ＤＶＤ（digital　versatile　d
isc）、磁気ディスクまたは磁気テープなどによっても具現される。
【００９５】
　前述の本発明の説明は例示のためのものであり、本発明が属する技術分野の当業者であ
るならば、本発明の技術的思想や必須な特徴を変更せずとも、他の具体的な形態に容易に
変形が可能であるということを理解することができるであろう。従って、以上で記述した
実施形態は、全ての面で例示的なものであり、限定的ではないということが理解しなけれ
ばならない。例えば、単一型として説明されている各構成要素は、分散されて実施されも
し、同様に、分散されていると説明されている構成要素も、結合された形態にも実施され
る。
【００９６】
　本発明の範囲は、前述の説明よりは、特許請求の範囲によって示され、特許請求の範囲
の意味、範囲及びその均等概念から導き出される全ての変更、または変形された形態が、
本発明の範囲に含まれるものであると解釈されなければならない。
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